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米中ハイテク摩擦の圧力とその影響
～エンティティー・リストに8社が追加～

1/1

過去1年にエンティティー・リストに掲載された主な中国関連企業

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

今月9日、米商務省は、新疆ウイグル自治区の少数民族に対する人権侵害への関与を理由として、中国の28
団体・企業を事実上の禁輸措置の対象とする「エンティティー・リスト（EL）」に掲載しました。今回対象となったの

は、新疆ウイグル自治区政府公安局など20機関のほか、監視カメラ世界大手のハイクビジョンやダーファ、音声

認識のアイフライテック、AI（人工知能）のセンスタイムなど、中国を代表するハイテク企業8社です。

ELとは、米商務省が輸出管理法に基づき、国家安全保障や外交政策上の懸念があると指定した企業や団体を

列挙したリストです。米国企業がELに掲載された企業に物品やソフトウェア、技術などを輸出する場合には商務

省の許可が必要となりますが、申請は原則として却下されます。また、ELに基づく規制は、米国製の部品や技術

が一定割合以上含まれる場合、国外企業の製品にも適用されます。違反した場合には米国企業との取引停止な

どの罰則や罰金が科されます。

こうした制裁の影響は、米国との結びつきが強い企業ほど大きくなります。イランや北朝鮮への違法輸出などを

理由に、18年4月に米企業との取引を7年間禁じられた通信機器大手、ZTEは、半導体など基幹部品の多くが米

国製であったため、主力製品の生産停止に追い込まれました。また18年10月にELに掲載された半導体メーカー、

JHICCは米国製の半導体製造装置が輸入できず、量産計画が中止されました。しかし、こうした事例が増えるに

つれ、中国企業側でも対策を講じています。今年5月にELに追加された通信機器大手、ファーウェイは、米国以

外からの部品調達の拡大や半導体の自社開発強化によって米輸出規制の影響を抑えるべく努める一方、世界

最多の特許を持つ5G（第5世代移動通信システム）関連技術を武器に、世界で存在感を高めています。

今回、輸出規制の対象となったハイクビジョンやダーファなどの企業は、米国からの部品調達は限定的とされる

ものの、今後の影響は不透明です。また、米大統領選を来年に控え、こうした米国の圧力が度々強まる可能性も

あり、引き続き注視が必要です。しかしながら、政府の支援のもと、中国企業は基幹部品の在庫確保や調達先の

見直し、更には内製化への取り組み強化などを積極的に進めており、その耐性は徐々に高まりつつあります。ま

た、間もなく始まる5Gサービスの商用化を機に、今後中国では莫大なテクノロジー関連需要が創出されるとみら

れ、関連するハイテク企業への好影響も期待されます。こうした中、米中ハイテク摩擦という逆境をバネに、中国

企業が新たな成長を目指すことが期待されます。

出所：米商務省など信頼できると判断した情報をもとに日興アセットマネジメントが作成

掲載時期 企業名 主な業務内容

18年10月 JHICC（福建省晋華集成電路） 半導体

19年5月 ファーウェイおよび68の各国子会社 通信機器

19年6月 Sugon（中科曙光）など4社、1機関 スーパーコンピューター

19年8月 CGNPC（中国広核集団）など4社 原子力

19年10月 ハイクビジョンなど8社 監視カメラ、AI、顔認証など

※上記銘柄について、売買を推奨するものでも、将来の価格の上昇または下落を示唆するものでもありません。
また、当社ファンドにおける保有・非保有および将来の銘柄の組入れまたは売却を示唆・保証するものでもありません。
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